
佐世保市の若年層に
係る人口減少の課題

政策立案ワークショップ
佐世保市 2024.3.21



政策立案ワークショップでの目標

若年層（特に女性）の定住・転入・転出
の課題を明らかにし、その対応策（仮説）
を検討すること。
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政策立案ワークショップまでの経緯
2024.1.5 内閣府へ申込

2024.1.12 三者（内閣府・九州経済局・佐世保市）初顔合わせ 【WEB】

2024.1.19 市長報告（着手について）

2024.2.5 九州経済産業局による勉強会

2024.2.13 庁内ワークショップ（ロジック）

2024.2.28 三者事前打ち合わせ（内閣府・九州経済産業局、佐世保市）【WEB】

2024.3.7 四者事前打ち合わせ（有識者・内閣府・九州経済産業局・佐世保市）【WEB】

2024.3.21 政策立案ワークショップ（1回目：ロジック・データ分析）

2024.5月又は6月 政策立案ワークショップ（2回目：事業立案）

※2024.7 佐世保市の令和7年度新規事業のエントリー
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目標（佐世保市長期人口ビジョンより）

・2030年までに市民の希望を反映した
合計特殊出生率2.09を達成します。

・2040年までに転入超過に切り替えます。

・2060年の時点で中核市の要件である
20万人を維持することを目指します。
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現状生じている問題

人口減少
10年前倒しでの減少加速

若年層の転出超過

仕事が理由の転出が多い

低い給与

自然増に係る「出生数」が減少

「出生率」は維持（合計特殊出生率1.67）

社会増減に係る「転出者」の増加（全国ワースト５位）

進学・就職による転出

人口維持次代は二次産業（造船が基幹）から三次産業へ推移

男性は「しごと」、女性は「家族の都合、仕事」で転出

※県内21市町の移動理由アンケート

男性の半分は希望する職種が無い、知識や技能を活かしたい意向

主な転出先（福岡、東京）と比して、低水準
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現状の課題













出典：令和3年度佐世保市保健福祉統計（人口推移）、厚生労働省「人口動態統計」より

出生数と婚姻数の関係
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出生数・婚姻数ともに年々減少（女性の数が要因）している。
佐世保市は2003年と比較すると2020年は出生数が約１５％減、婚姻数が約25％減進しているが、
婚姻数あたりの出生集を見ると、微増している。
特に佐世保市は、全国と比較しても婚姻数あたりの出生数は多い傾向にある。









自然減の要因
・出生率より、出生数に課題がある

・結婚の阻害要因は「結婚資金」

・結婚後も、理想の子どもの数を持てない
ことは「子育てや教育費用」

・結婚、出産、子育て段階の年齢層の
低い収入

⇒その結果として以下が考えられる
・未婚（晩婚）
・理想を叶えるため転出（仕事）
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佐世保市↔他市町村の転入超過数
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出典：政府統計「住民基本台帳人口移動報告（年報-実数）」より
40代までの佐世保市の転入超過は2019年から見るとほとんどの区分でマイナス（転出が転入より
多い）となっている。特に20代は、男女ともに転出が転入を大きく超えている。
また、年によってバラつきはあるものの、転出超過が一番少ない年（オレンジのセル）と一番多い年
（青いセル）を見ると、2020年以降に青のセルが集中しており、転出超過が進んでいると思われる。
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年齢別正規・非正規未婚率（全国雇用者）

男性全体の生涯未婚率は、非正規雇用が高いが、女性全体は、正規雇用の生涯未婚率が高くなる。
目的を結婚だけに絞って焦点を当てるならば、男性の正規雇用促進が効果が見込めるデータとなっている。

（35-44歳の男女の）年収別で見れば、高年収女性と低年収男性が未婚率が高い。

出典：国勢調査「就業状態等基本集計」
女性が直面する｢稼ぐほど結婚できない｣現実 未婚化は低年収男性だけが原因じゃなかった | ソロモンの時代―結婚し

ない人々の実像― | 東洋経済オンライン (toyokeizai.net)



非正規労働者の正社員化における現状（全国）

出典：総務省統計局「労働力調査」（令和５年１０月～12月期平均）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/4hanki/dt/pdf/gaiyou.pdf

非正規の職員・従業員についた主な理由別の内訳 （2023年10～12月期平均）及び推移

非正規の職員・従業員2160万人を、現職の雇用形態についた主な理由別に
みると、
「自分の都合のよい時間に働きたいから」とした者が722万人と全体の
34.6％を占めたうえ、前年同期に比べ23万人増加している。
「正規の職員・従業員の仕事がないから」とした者は全体の9.3％と少なく、

正規社員への転換の可能性はあっても非正規労働者を選択している傾向が
みられる。
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非正規労働者の正社員化における課題（全国）

厚生労働省では平成２８年度以降、非正規労働者の待遇改善や正規雇用労働
者への転換に向けた取り組みを実施してきており、正社員化も一定数増加し
ている。

一方で、非正規労働者が減らない背景としては、
●職責・職域等にしばられたくない非正規労働者

が一定数存在するとともに、

●非正規労働者を正社員化することにより生じる経営リスクから、新卒採用
を重視する企業体質

が影響しているものと考えられる。
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純移動率（H30推計）

2015年→2020年 2020年→2025年

2025年→2030年 2030年→2035年

2035年→2040年 2040年→2045年
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純移動率（R5推計）

2020年→2025年 2025年→2030年

2030年→2035年 2035年→2040年

2040年→2045年 2045年→2050年

前回推計と今回推計の純移動（社会増減）仮定の違い

全期間で同じ傾向の動きを仮定してあり、20代～4０代前半で改善する
動きが仮定されていた。
［０～4歳→5～9歳］の移動でプラス。［15歳～19歳→20～24歳］の層
で大きく転出超過。その後プラスに転じ緩やかになっていく形であった。

【H30推計】

2020年→2025年の動きがかなりマイナスに傾き、その後持ち直すも、
前回推計時と比較して転入超過になる層が限られており、その率もかな
り小さくなっている。
［15～19歳→20～24歳］の動きで大きく転出超過した後に転入超過に
至らない姿が仮定されている。

【R5推計】

将来人口を推計する際に社会増減（転入転出）を考慮する項目が純移動。
※R5年推計は計算に用いた数値ではなく推計結果と整合する値が示されている。

純移動率〔NM(t→t+5, s, x～x+4→x+5～x+9）〕： t 年の男女s、年齢x～x+4 歳の人口に関するt→
t+5 年の5 年間の純移動数（転入超過数）を、期首
（t 年）の男女s、年齢x～x+4 歳の人口で割った値。

これまで、進学等で一旦転出超過になるものの、20代で転入超過になり、その後はほぼ安定する姿が想定されていたが、
今回の推計では、転入超過がほぼ見込まれない・又は限定的である姿が想定されている。

おそらく、全国的な人手不足の中で、賃金の高い仕事に人が集まり、
より一層大都市圏への人口集中が進むという動きが強まっていくと考えられる。

高付加価値・高賃金の仕事を誘致し・作っていくか、地元で創業し持続的に成長できる環境を作らなければ、
転出超過が拡大する状況を変えることは難しいと思われる。
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